
議題：第 24号 
 

教育委員会活動の点検及び評価報告書について 

 

１ 概 要 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下「法律」という。）

第２６条において、「教育委員会の事務の管理執行状況について点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。」旨規定されている。また、同条の解釈の中

で、地方公共団体で各部局横断的な行政評価を行っている場合は、その行政

評価の中でこの点検・評価を行う事も可能であるとしている。 

本市では、総合計画の着実な推進と市制運営の透明性の向上を目的とし

て、行政評価を実施している。 

このことから、本市で実施した行政評価結果を活用して、「教育委員会活

動の点検及び評価報告書」を作成し議会へ提出するとともに、本市ホームペ

ージにおいて公表するものである。 

 

２ 報告書の内容 

  別紙のとおり。 
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令和３年９月 

甲 府 市 教 育 委 員 会 

 



議題：第 24号 
 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の 

 

規定に基づき、令和２年度の教育委員会活動の点検及び 

 

評価を報告します。 

 

令和３年９月 

 

 

 

甲府市教育委員会 教育長   數 野 保 秋 
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※

―　目　　　　次　―

  令和２年度行政評価結果から、教育部が所管する事務事業
（主要事業のみ）を抜粋して使用しています。

P.16

P.18～37

P.17



議題：第24号 令和２年度行政評価結果総括表

Ａ 拡　大

B 継続推進

C+ 積極的見直し

C- 一部改善

D+ 統廃合

D- 縮小

E 休止・廃止

F 完了

2 10.0% 18 90.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

成果が十分でなく、コストや実施方法に問題があるので、有効な事務事業となるよう実施方法等を見直すべき。

社会情勢や市民ニーズから考えて、事務事業の縮小を考えるべき。

社会情勢や市民ニーズと合っておらず事業として不要である、市が実施する必要がない、又は一時的に休止とす
る。

C- 一部改善 D-　縮小

類似の事務事業があり、効率化を図るため統廃合を考えるべき。

事業が完了した。

評　価　区　分 Ｅ　休止・廃止

１　事務事業評価区分

社会情勢や市民ニーズに応えるため、もっと積極的に取り組むべき。

現状どおり。

一定の成果は出ているが、コストや実施方法を見直し、より一層の効率化を図るべき。

Ａ　拡　大 B　継続推進 D+　統廃合 合　　計C+ 積極的見直し

２　事務事業　20事業の評価結果

Ｆ　完了

20教育部の評価



議題：第24号

施　策 小 施 策 事務事業名 部 室 課 評価結果

子ども・子育てへの支援 地域で子育てを支える環境づくり 放課後子供教室推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

小学校外国語活動推進事業 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

外国人講師による英語指導事業
（中学校） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

サポートティチャー事業(小学校) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

サポートティチャー事業(中学校) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

新しい時代を担う人づくり基金事業
(甲府の教育推進事業） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

学校危機管理体制整備事業 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

学校給食事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

学校給食事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

教材・情報環境整備事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 Ａ

教材・情報環境整備事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 Ａ

高校と専門学校の充実 外国人講師による英語指導事業
（高校） 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

生涯学習振興事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

図書館管理運営事業 教育部 生涯学習室 図書館 Ｂ

スポーツの振興 スポーツの普及 スポーツ振興事業 教育部 生涯学習室 スポーツ課 Ｂ
文化・芸術に接する機会の提供 文化芸術推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 Ｂ

史跡武田氏館跡整備事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 Ｂ

文化財保護事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 Ｂ
国際交流・多文化共生の推進 国際交流活動の推進 新しい時代を担う人づくり基金事業
(姉妹・友好都市教育交流事業) 教育部 教育総室 学校教育課 Ｂ

防犯・交通安全対策の充実 防犯活動 学校安全安心推進事業 教育部 教育総室 学事課 Ｂ

令和２年度　行政評価結果一覧

文化・芸術の振興
文化財の保護・活用





学校教育の充実

確かな学力の習得

豊かな心の育成

健やかな体の育成

良好な教育環境の整備

生涯学習の充実 学習機会や学習内容の充実



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　　　「中核市・甲府」として、「心豊かで活力に満ちたまちをつくる」ための取組例のひとつとなる甲府市放課後子供教室事業が、その運営規準「甲府モデル」の特色を最
大限に生かして展開されていくよう、実践を積み重ねていく必要がある。15

≪指標の説明≫
子どもたちにより安全で教育的なプログラムを提供するために、適正な開催日数を設定する。　→

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
子どもたちにより安全で教育的なプログラムを提供するために、適正な開催日数を設定する。　→

≪指標名≫
放課後児童クラブとの一体型実施開催日数

19 19 19 19

403 386

成果
指標

≪指標名≫
放課後子供教室開催日数

600 500 500 500

19

活動
指標

13 13 14

≪指標の説明≫
教室数が増加することにより、安全・安心な活動拠点が拡充することが期待される。　↑

14 15

活動プログラムの一部に、学習支援を組み込んでいることから、教員経験者等を対象とした人材の開拓を進める。

≪指標名≫
「甲府モデル」での放課後子供教室開設数

7 7 8 8 9 事
業
の
今
後
の
方

針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

7 　より安全で教育的な活動プログラムの開拓、並びに、放課後児童クラブ参加型（一体型）実施における安全・適正なプログラム
の選出を行うとともに、活動プログラムの一部に学習支援を組み込んでいることから、教員経験者等を対象とした指導者の育成を
進める。

≪指標の説明≫
教室数が増加することにより。甲府市としての特色ある事業として、放課後等の活動拠点が安定的に拡充されていく。　↑

500 500

≪指標名≫
放課後子供教室開設数

12

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

コーディネーターを増員し、より安全で教育的な活動プログラムの開拓や放課後児童クラブ参加型実施時の安全な管理体制を整える。

12 13

24,717

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 18,220 17,572 23,154 24,312 24,517

課
題

安全・安心な放課後の居場所であるための、安全管理の徹底。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 各教室の担い手である、地域を中心としたボランティアスタッフの開拓や、高齢化。

7,835 7,8357,835 7,835

概算
人件費

①年間職員数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

≪上記評価の理由≫
　引き続き、「甲府モデル」に基づいた運営により、地域社会において安全に豊かな「学び体験」のできる、児童の放課後の居場所づくりを推進する必要がある。

その他特定財源 11 17 21 23 24 24

8,870 13,110 14,133 14,336 14,509

概算人件費①×② 7,384 7,198

一般財源 7,339

市債

県支出金 3,486

　特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

①　見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 10,836 10,374 15,319 16,477 16,682 16,882

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

①策定した甲府市放課後子供教室の運営規準「甲府モデル」により、千塚小学校区で新教室を開設し、多彩なプログラムで子
供教室を実施した。
②舞鶴小学校区で、放課後児童クラブの低学年児童にも豊かな体験の場を提供するため、放課後児童クラブ参加型（一体型）
教室への移行準備を行った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 1,487 2,188 2,321 2,322 2,349

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　放課後や週末等に小学校の特別教室等を活用して、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子ども
たちに勉強やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提供することにより、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健
やかに育まれる環境づくりを推進する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　成果指標の「放課後子供教室開催日数」につ
いては、対目標値で10％程度増加している。
　「放課後児童クラブ参加型（一体型）教室の開
催日数」については、委託先の予定変更もあり目
標値に達しなかったが、内容的には自己防衛教
室等、時代の要請に合った内容も盛り込み開催
することができた。

事務事業
の性格

自治義務
法律 ■有　□無 社会教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成19年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市放課後子ども総合プラン推進委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ①子ども・子育てへの支援 小施策 地域で子育てを支える環境づくり 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教ー1

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 放課後子供教室推進事業 総合戦略

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　「甲府モデル」に基づいた運営により、地域社会
における安全に「学び体験」のできる、児童の放
課後の居場所づくりを推進することができるため、
施策の目標達成に必要性が高いものと考える。
　国庫補助事業である国の施策であり、地域住民
を含めた団体への委託が推奨されているため、
地域の子どもを地域で育てるという趣旨を尊重し
た、一層の地域住民の参画を促していく。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 課長　板山　高久 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　新たに外国人英語指導講師を3名増員したことにより、各校の外国人講師を活用する外国語（英語）授業が増加し、児童の国際理解教育を推進すること
ができたとともに、令和2年度の新学習指導要領完全実施につながる外国語（英語）教育の充実を図ることができた。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

A
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
全小学校において、外国人英語指導講師を効果的に活用することができる。「↑」

≪指標名≫

6,245 6,519

成果
指標

≪指標名≫
１年間の外国人英語指導講師活用総授業時間数

4,744 6,088 9,132 9,132

活動
指標

4 5 5

≪指標の説明≫
外国語に触れ、外国の生活に慣れ親しむ機会を通じ、異文化への興味を持たせることにより、国際理解教育が図られる。「↑」

5 5

外国人英語指導講師の質の向上を図るとともに、英語を扱う日本人教師の育成に努める。

費用負担の少ない雇用方法としてJETプログラムを活用することとする。

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　現地採用と費用負担の少ないJETプログラムを併用し、引き続き、各校においてきめ細かな外国語（英語）教育を行い、コミュニケーション能力の素地を
養うことや、異なる文化への関心を持たせる等、国際理解教育の充実を図る。

≪指標の説明≫

9,132 9,132

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

4

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

英語科教員OBの教育支援ボランティア派遣など、外国語（英語）教育の充実を図る。

4.0 4.4

62,597 雇用人数の増加に伴い外国人英語指導講師に係る経費が増加している。

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 42,402 42,434 64,666 63,257 62,627

課
題

新学習指導要領の完全実施に伴い、外国語（英語）教育の重要性が高まっている。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 各市町村が外国人英語指導講師の雇用を拡大しており、資質の高い人材の確保が課題となっている。

3,291 3,2913,291 3,291

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42

≪上記評価の理由≫
　外国人英語指導講師を積極的に活用し、外国の言語や文化に慣れ親しませ、子どもたちのコミュニケーション能力の育成を図っていくとともに、
令和2年度の新学習指導要領完全実施に向けた対応を図っていくことができた。
　今後は更なる増員やＪＥＴプログラムによる外国人英語指導講師の活用など、引き続き21世紀を担う子どもたちの育成に努める。

その他特定財源 102 101 147 150 150 150

39,310 61,228 59,816 59,186 59,156

概算人件費①×② 3,101 3,023

一般財源 39,199

市債

県支出金

　外国人英語指導講師の活用は、グローバル人
材の育成には重要なコンテンツであり、また、能
力の高い外国人講師を確保するため、関連費用
の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①各校において、きめ細かな外国語（英語）教育を行うことができ、コミュニケーション能力の素地を養うことや、異なる文
化への関心を持たせる等、国際理解教育の充実を図ることができた。

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①新学習指導要領の完全実施（令和2年度）に向け、引き続き8名の外国人英語指導講師を活用し、各学年
に応じた指導を展開した。

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 39,301 39,411 61,375 59,966 59,336 59,306

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■3～6年生には、外国語（英語）を用いて積極的にコミュニケーションを図ることができるための指導や、外国語（英語）を用い
てコミュニケーションを図る楽しさを体験できる授業を実施した。
■1・2年生においては、外国語や外国の生活や文化に触れることを中心に、外国語（英語）の音声やリズムなどに慣れ親しむ
授業を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校教育法施行規則に基づいて定められている、学習指導要領に従い、外国語を通じて、言語や文化について体験的に理
解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませなが
ら、コミュニケーション能力の基礎を養う。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　外国語を用いたコミュニケーションにより、児童
の外国語の基礎が培われ、「確かな学力」の向上
を図ることができた。また、異なる言語や文化につ
いて興味をもつことができた。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 教育基本法、学校教育法、新学習指導要領 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成24年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-2

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 小学校外国語活動推進事業

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　令和2年度の新学習指導要領完全実施に向
け、平成30年度より新たに外国人英語指導講師3
名を増員するなど、21世紀を担う子どもたちの育
成や「甲府の子どもの教育」としての位置付けに
おいて重要な事業である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-3

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 外国人講師による英語指導事業（中学校）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　21世紀を担う子どもたちの育成や「甲府の子ど
もの教育」としての位置付けにおいて重要な事業
である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校教育法施行規則に基づいて定められている「学習指導要領」に従い、外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深
め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション
能力の基礎を養う。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　臨時休業に伴い3月の授業数が確保できなかっ
たため目標値を下回ったが、外国語を用いたコ
ミュニケーションにより、外国語の基礎が培われ、
「確かな学力」の向上を図ることができた。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 教育基本法、学校教育法、新学習指導要領 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成20年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

デモイン市からの招聘者3名を含む外国人講師6名により、英語指導等を実施した。
①初歩的な英語を聞いて、話し手の意向などを理解できるようにする。
②初歩的な英語を用いて、自分の考えなどを話すことができるようにする。
③英語を読むことに慣れ親しみ、初歩的な英語を読んで書き手の意向などを理解する。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 31,517 32,043 30,874 32,049 32,949 33,849

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　外国人英語指導講師の活用は、グローバル人
材の育成には重要なコンテンツであり、また、能
力の高い外国人講師を確保するため、関連費用
の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 31,479

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31

≪上記評価の理由≫
　デモイン市から招聘した３名を含めた６名の外国人英語指導講師を積極的に活用し、外国の言語や文化に対する理解を深め、コミュニケーション
能力の向上と国際感覚を身に着けた生徒の育成を図っていくことができた。

その他特定財源 38 37 66 70 75 80

32,006 30,808 31,979 32,874 33,769

概算人件費①×② 2,289 2,231

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 雇用人数の増加に伴い外国人英語指導講師に係る経費が増加している。

2,429 2,4292,429 2,429

外国人英語指導講師の質の向上を図るとともに、英語を扱う日本人教師の育成など、職場の環境づくりに努める。

4.0 4.1

36,278

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 33,806 34,274 33,303 34,478 35,378

課
題

各市町村が外国人英語指導講師の雇用を拡大しており、資質の高い人材の確保が課題となっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

費用負担の少ない雇用方法としてJETプログラムを活用することとする。

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　デモイン招聘者と費用負担の少ないJETプログラムを併用し、引き続き生徒に生きた英語学習の場を提供するなど、コミュニケーションを通じて外国の文
化を知ることで、戦争・差別・環境問題等の地球的規模の課題に対し、「気づき考え」「実行する」といった国際理解教育を推進する。

≪指標の説明≫

3,888 3,888

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

4

成果
指標

≪指標名≫
１年間の外国人英語指導講師活用総授業時間数

3,888 3,888 3,888 3,888

活動
指標

4 4 4

≪指標の説明≫
聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎が養える。「↑」

4 4

≪上記評価の理由≫
　生徒に生きた英語学習の場を提供し、コミュニケーションを通じて外国の文化を知ることで、戦争・差別・環境問題等の地球的規模の課題に対し、「気づ
き考え」「実行する」といった国際理解教育を推進した。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
３年間を通じて実践的な基礎能力を養うための言語活動の指導ができる。「↑」

≪指標名≫

3,942 3,636



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-4

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 サポートティーチャー事業（小学校） 重点P・総合戦略

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　きめ細かな学習活動を効果的に推進し、教育の
安定化を図るためには、特別支援教育支援員、
及び教育支援ボランティアの派遣が必要である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　教育支援ボランティアや特別支援教育支援員、日本語指導員を配置することで、よりきめ細かな教育を充実し、児童の健全
育成と学力の向上を図る。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　臨時休業に伴い教育支援ボランティアの派遣
回数は目標値は下回ったが、特別支援教育支援
員を全校配置することができた。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成22年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■教育支援ボランティア：地域で子どもを育てるというビジョンの下、学生へのインターンシップの場の提供、優秀な教員の育成と人材の確
保、地域人材の発掘等の効果促進を図りながら、児童に対するきめ細かな支援体制の充実に努めた。
■特別支援教育支援員：教育上特別な支援を必要とする児童に対し、学習支援及び生活支援を行うなど、配置先の担任教諭の下で、支援
に従事した。
■日本語指導員：帰国子女及び外国人就労者の子弟の日本語の理解不足等による授業の支障を軽減するため配置し、学校生活や学習に
必要な言語指導並びに教育指導を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①教育支援ボランティアは学校からの要望も多く、教員を志望する人材の確保にも繋がるため、個々の派遣
回数を増やし、学生ボランティアの育成に努めた。

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 41,586 42,567 56,347 59,147 60,147 60,147

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①優秀な教員の育成と人材の確保に努めるとともに、子どもたちの教育環境の向上やきめ細かな学習支援
に繋げることができた。

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　教育支援ボランティアとして、大学生や教員OB
をはじめとする地域人材を活用する本事業の費
用対効果は大きく、事業費削減はできないと考え
る。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 41,502

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42

≪上記評価の理由≫
　学校からの要望も多く、児童の健全育成と学力向上に繋がることから、引き続き市内4大学との連携を深め、効果的なＰＲ等を行うなど、教育支援
ボランティアの積極的な確保に努めた。
　支援を必要とする児童が増加傾向にあることから、今後は特別支援教育支援員の増員など、きめ細かな学習支援体制の充実を図っていく。

その他特定財源 84 85 129 140 145 145

42,482 56,218 59,007 60,002 60,002

概算人件費①×② 3,101 3,023

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 きめ細かな教育支援に繋がることから、各学校からの要望が増えている。

3,291 3,2913,291 3,291

市内4大学との連携をより一層図るとともに、各大学が進める地域貢献活動と結びつけて事業を展開する。

163 182

63,438

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 44,687 45,590 59,638 62,438 63,438

課
題

他市町村においても同様の事業が進められており、大学生ボランティア等の人材確保が課題となっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

各学校の要望にあわせ、大学生や教員OBをはじめとする地域人材を有効的に活用するとともに、実施回数を3,000回に増やす。

≪指標名≫
特別支援教育支援員の数

25 25 29 29 29 29
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

24 25 　市内4大学との連携を深め、大学生や教員OBをはじめとする地域人材の派遣回数を拡大するなど、さらに積極的に活用するとともに、特別支援教育支
援員の複数配置など、きめ細かな教育を充実させ、児童の健全育成と学力の向上を図る。≪指標の説明≫

特別支援教育支援員の採用人数「↑」

3,000 3,000

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣登録人数

160

成果
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣回数

2,300 2,700 2,700 3,000

25

活動
指標

160 180 180

≪指標の説明≫
教職員を目指す学生ボランティアにとって、長期的・定期的に学校現場に携われる機会を提供する。「↑」

180 180

≪上記評価の理由≫
　市内4大学との連携を深めるとともに、学校からの希望に基づき教育支援ボランティアを派遣し、きめ細かな教育支援に繋げることができた。
　また、特別支援教育支援員や日本語指導員を効果的に活用し、教育の安定化を図ることができた。24 25

≪指標の説明≫
特別教育支援員を配置できた校数「↑」

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
児童の教育環境の向上と、ボランティアとして参加した方々が地域社会の再生に寄与できる。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の配置校

25 25 25 25 25

2,820 2,659
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　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-5

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 サポートティーチャー事業（中学校） 重点P・総合戦略

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　きめ細かな学習活動を効果的に推進し、教育の
安定化を図るためには、特別支援教育支援員、
及び教育支援ボランティアの派遣が必要であり、
縮小等は教育支援体制の低下となるため、必要
な事業である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　教育支援ボランティアや特別支援教育支援員、部活動指導員を配置することで、よりきめ細かな教育を充実し、生徒の健全
育成と学力の向上を図る。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　臨時休業に伴い教育支援ボランティアの派遣
回数は目標値は下回ったが、きめ細かな教育支
援を推進し、子どもたちの「確かな学力」の向上が
図られた。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成22年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■教育支援ボランティア：地域で子どもを育てるというビジョンの下、学生へのインターンシップの場の提供、優秀な教員の育成
と人材の確保、地域人材の発掘等の効果促進を図りながら、きめ細かな支援体制の充実に努めた。
■特別支援教育支援員：教育上特別な支援を必要とする児童に対し、学習支援及び生活支援を行うなど、配置先の担任教諭
の下で、支援に従事した。
■部活動指導員：部活動の円滑な運営に資するため、2校（北中・南西中）に1名ずつ指導員を配置した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①教員の多忙化解消等を図るとともに、部活動の円滑な運営に資するため、県の部活動指導員任用事業費
補助金を活用し、市内中学校2校に1名ずつ指導員を配置した。

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 20,346 20,128 23,527 24,627 25,177 25,177

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①配置した2校においては、部活動の充実や活性化、並びに円滑な運営が図られ教員の多忙化解消の一助
となったため、引き続き効果を検証していく。

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金 448 334 448

　教育支援ボランティアとして、大学生や教員OB
をはじめとする地域人材を活用する本事業の費
用対効果は大きく、事業費削減はできないと考え
る。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 19,847

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21

≪上記評価の理由≫
　学校からの要望も多く、生徒の健全育成と学力向上に繋がることから、引き続き市内4大学との連携を深め、効果的なＰＲ等を行うなど、教育支援
ボランティアの積極的な確保に努めた。
　また、教職員の補助を務める特別支援教育支援員を効果的に活用し、きめ細かな学習支援体制の充実を図っていく。

その他特定財源 51 50 57 65 70 70

19,744 23,022 24,562 25,107 25,107

概算人件費①×② 1,551 1,512

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835

1,645 1,6451,645 1,645

市内4大学との連携をより一層図るとともに、各大学が進める地域貢献活動と結びつけて事業を展開する。

57 50

26,822

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 21,897 21,640 25,172 26,272 26,822

課
題

他市町村においても同様の事業が進められており、大学生ボランティア等の人材確保が課題となっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

≪指標名≫
特別支援教育支援員の数

11 11 11 11 11 11
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

11 11 　市内4大学との連携を深め、大学生や教員OBをはじめとする地域人材の派遣回数を拡大するなど、さらに積極的に活用するとともに、特別支援教育支
援員の複数配置など、きめ細かな教育を充実させ、生徒の健全育成と学力の向上を図る。≪指標の説明≫

特別支援教育支援員の採用人数「↑」

700 700

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣登録人数

50

成果
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣回数

700 700 700 700

11

活動
指標

50 50 50

≪指標の説明≫
教職員を目指す学生ボランティアにとって、長期的・定期的に学校現場に携われる機会を提供する。「↑」

50 50

≪上記評価の理由≫
　市内4大学との連携を深めるとともに、学校からの希望に基づき教育支援ボランティアを派遣し、きめ細かな教育支援に繋げることができた。
　また、特別支援教育支援員や部活動指導員を効果的に活用し、教育の安定化を図ることができた。11 11

≪指標の説明≫

特別教育支援員を配置できた校数「↑」

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
ボランティア活動との連携により、児童の教育環境の向上とボランティアに参加した方々が地域社会の再生に寄与できる。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の配置校

11 11 11 11 11

745 590



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-12

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 新しい時代を担う人づくり基金事業（甲府の教育推進事業） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　甲府の子どもの教育の中核である「思い遣る
心」を育てるため、「甲府の子どもの教育総合推
進校事業」における調査研究は、「甲府の教育」
の全体像を構築するとともに、甲府の子どもの育
成に大きく貢献していると考える。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 豊かな心の育成 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　平成4年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府の教育」の
全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するため、調査・研究及び検討し、推進を図ることを目的としている。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　「なでしこ賞（撫子賞）」は、友人との望ましい人
間関係や他の児童生徒の規範となるような「善
行」に対し授与するものであり、「思い遣る心」の
育成に寄与している。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（新しい時代を担う人づくり基金） 事業開始年度 平成5年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 新しい時代を担う人づくり基金運営委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■家庭や地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、甲府の子どもの教育の中核である「思い遣る心」を育てるため、調
査研究を行うとともに、「甲府の子どもの教育総合推進校事業」を実施した。　推進校 ： 玉諸小学校、善誘館小学校、富竹中学
校
■児童生徒の望ましい考え方や生活態度への奨励として、友達関係や他の児童生徒の模範となるような「善行」を行った児童
生徒に対し、「なでしこ賞（撫子賞）」を授与した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①教育総合推進校を2校から3校に増やし、甲府の子どもの教育の調査研究を行った。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 734 1,080 990 1,000 1,000 1,000

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①教育総合推進校3校各校においては、特色ある学校づくりを目指す中で、それぞれ「教育課程の編成、コ
ミュニティスクールの導入、確かな学力向上」を調査研究し、その効果を検証した。

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　本事業は、基金事業として目的が明確となって
いるため、他事行と統合する余地はない。② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

≪上記評価の理由≫
　家庭や地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、令和元年度から3校で実施した「甲府の子どもの教育総合推進校」事業や、「なでしこ賞
（撫子賞）」の授与など、児童生徒の「思い遣る心」がより一層醸成されるよう、基金の有効活用を十分考慮し、事業を推進した。その他特定財源 734 1,080 990 1,000 1,000 1,000

概算人件費①×② 738 720

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 「なでしこ賞（撫子賞）」は、順位の出る学力やスポーツ等の成績に関わらず表彰する必要がある。

784 784784 784

市民の代表者を含めた「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」において、「甲府の子どもの教育」の推進を引き続き図る。

2 3

1,784

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 1,472 1,800 1,774 1,784 1,784

課
題

人口減少が進行する中、次代を担う子どもたちを、地域・家庭・学校が一体となって教育していくことが一層求められている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

児童生徒の思いやりあふれる行動を表彰するという主旨があるため、各校において子どもたちをきめ細かく観察する。

≪指標名≫

事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　新しい時代を担う人づくりを目指して、甲府の教育の全体像を構築する中で、創造性豊かな人づくりに資するための調査・研究を推進し、地域社会と学
校教育との交流への助成や児童生徒の望ましい考えや生活態度を育成する。≪指標の説明≫

100% 100%

≪指標名≫
「甲府の子どもの教育総合推進校事業」の研究対象と
なる推進校数

2

成果
指標

≪指標名≫
総合推進校に対する補助充足度

100% 100% 100% 100%

活動
指標

3 3 3

≪指標の説明≫
平成16年度に開始した、甲府市の学校教育における諸課題に対する研究・実践の推進校数「→」

3 3

≪上記評価の理由≫
　家庭や地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、「甲府の子どもの教育総合推進校」事業の実施や、「思い遣る心」を具現化した「なでしこ賞（撫
子賞）」の授与など、児童生徒の「思い遣る心」がより一層醸成されるよう事業を推進することができた。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
研究・実践等に係る総合推進校への費用補助充足度「↑」

≪指標名≫

100% 100%



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-13

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 学校危機管理体制整備事業 重点P・総合戦略

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　児童生徒の問題行動の多様化に伴い、学校だ
けでは対応ができない重篤な事例が増加する
中、今後一層重要となる事業である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 豊かな心の育成 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　いじめや不登校、暴力行為、登下校中の不審者などをはじめ、子どもたちを取り巻く環境は、厳しさと危険を増しているため、
平成28年度より「危機管理係」を新設し、学校内外における危機管理体制を整備するとともに、安全確保等における組織体制
の強化を図り、緊急事案に対応する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　様々な問題を抱える児童生徒や保護者に対し
状況に応じた支援を行うことで、非行防止や立ち
直りに有効である。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成28年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市立学校・警察パートナーシップ制度要領 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■いじめ問題や暴力行為等、学校だけでは対応ができない重篤な事例に対して、学校への助言・指導や個別事案における当
該児童生徒や保護者への対応を行った。
■指導主事、スクールサポーター（ＳＳ）及びスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）等と組織的な対応を図った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金 830 1,127 1,130 1,132 1,132

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①学校安全安心推進事業におけるマモルメール配信業務を本事業へ移管した。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 12,819 12,978 14,092 15,092 15,592 15,592

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①担当指導主事が各校からのマモルメールを把握し、必要に応じ係内で情報共有するなど、迅速な対応を
図ることができた。

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　今後も相談や支援の必要性が増加すると思わ
れるため、コスト削減・休止・廃止等はすべきでは
ない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 12,794

市債

概算
人件費

①年間職員数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

≪上記評価の理由≫
　学校内外における安全確保、学校防災、その他の緊急事態に関するリスクマネジメント（予防・未然防止）及びクライシスマネジメント（早期対応・
解決）体制を維持するとともに、マモルメールの送信や防犯パトロールの実施など、子どもたちが安全・安心な学校生活を送ることができるよう実施
した。

その他特定財源 25 25 24 30 33 33

12,123 12,941 13,932 14,427 14,427

概算人件費①×② 7,384 7,198

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835

7,835 7,8357,835 7,835

SSW等の人員体制を見直すとともに、子ども未来部や外部関係機関等と一層の連携を図っていく。

6 6

23,427

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 20,203 20,176 21,927 22,927 23,427

課
題

対象とする問題行動及びその背景とも、多様化・複雑化が進んでいる。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

≪指標名≫
児童生徒へのアンケート回数

3 3 3 3 3 3
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

3 3 　学校だけでは対応ができない重篤な事例が増加傾向であることから、様々な問題に対して、学校への助言・指導や個別事案における当該児童生徒及
び保護者への対応ができるよう、指導主事、スクールサポーター（ＳＳ）及びスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）が関連部局等と連携を図るなかで、個々
に応じた適切な支援を行い、子どもたちが安全・安心な学校生活を送れるよう推進する。

≪指標の説明≫
「いじめ事案」等に対する児童生徒へのアンケート回数

4 4

≪指標名≫
学校危機管理担当職員数

6

成果
指標

≪指標名≫
いじめ・不登校等に関する研修回数

4 4 4 4

400

活動
指標

6 6 6

≪指標の説明≫
学校危機管理に対応するために配置した、専任の職員数「↑」

6 6

≪上記評価の理由≫
　いじめ問題など様々な問題を抱える児童生徒や保護者、学校に対し助言や支援を行い、子ども未来部や児童相談所等と連携を図るなかで、非行防止
や立ち直り支援など、子どもたちが安全・安心な学校生活を送れるよう実施した。537 477

≪指標の説明≫
児童生徒の環境に働きかける専門職SSW（スクールソーシャルワーカー）の延べ対応回数

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
教職員の意識高揚を図るための、いじめ・不登校等に関する研修回数「↑」

≪指標名≫
SSWの延べ対応回数

400 400 400 400 400

4 4



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
子どもたちへの給食の提供という重要な役割を担っていることから、今後も安全で安心な学校給食の徹底を図っていく必要がある。また、給食調理業務等の委託化につ
いては、引き続き計画的に推進していく。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
人為的事故等により、給食が提供できなかった場合には、安全で安心な給食の運営ができないため。「↓」

≪指標名≫

0 0

成果
指標

≪指標名≫
給食が提供できなかった日（日）

0 0 0 0

活動
指標

1,680,192 1,649,390 1,628,084

≪指標の説明≫
学校給食数においては、年間に児童等に給食を提供する食数がその活動指標と考えられるため。「→」

1,611,803 1,595,685

契約の方法を模索する

地場農産物の消費拡大のための検討

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

調理業務について直営の残り２校を委託化することにより、完全委託化を目指す。また、これに伴い現在の親子調理やブロックを見直しより
効率化を図り経費節減を目指す。

≪指標の説明≫

0 0

≪指標名≫
年間給食実施食数（食）

1,725,242

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

調理業者や食材搬入業者など給食提供に携わるものへの衛生管理指導の徹底を図る
1,691,454 1,513,669

617,849 地場農産物使用の拡大

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 620,001 534,287 633,010 663,641 621,049

課
題

安全で安心な給食実施の継続
②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 人件費などの経費が増加傾向にあるため、次回契約コスト増の可能性あり

27,423 27,42354,062 27,423

概算
人件費

①年間職員数 11.90 6.90 6.90 3.50 3.50 3.50

≪上記評価の理由≫
子どもたちへの給食の提供という重要な役割を担っていることから、今後も安全で安心な学校給食の徹底を図っていく必要がある。また、給食調理業務等の委託
化については、引き続き計画的に推進していく。その他特定財源 256 6 47,627 115 115 115

481,215 520,521 627,903 585,311 582,111

概算人件費①×② 87,870 49,666

一般財源 492,569

市債 38,900 3,400 10,800 8,200 8,200 8,200

県支出金 406 0 0 0 0

特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①
安全性の向上が図られた

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①
安全衛生研修機会を増やした

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 532,131 484,621 578,948 636,218 593,626 590,426

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

〇契約満了になる給食調理業務についてプロポーザル方式で受託業者を決定した。
〇「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理業者等への衛生管理指導の徹底を図った。
〇地産地消の取組として、山梨県産農林産物を使用することで、地産地消の推進を図った。
〇新型コロナウイルス感染症予防のため学校臨時休業に伴う給食休止（3/4～3/24）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 0 0 0 0 0 0

0

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校給食を教育活動の一環として児童に提供し、子どもたちの食生活・食教育に対する指導を行い、正しい食事マナー、健康的な食習
慣・食生活等を身につけさせる。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

特記事項なし

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校給食法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（直営4校、委託21校） 事業開始年度 昭和26年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 学校教育の充実 小施策 健やかな体の育成 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-17

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 学校給食事業（小学校）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

特記事項なし

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　内藤　誠 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
学校教育の一環としての学校給食の意義を踏まえ、継続して安全で安心な学校給食の徹底を図っていく必要がある。また、委託契約について、委託方法の検討が必要と
なる。

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
人為的事故等により、給食が提供できなかった場合には、安全で安心な給食の運営ができないため。「↓」

0 0

成果
指標

≪指標名≫
給食が提供できなかった日（日）

0 0 0 0

活動
指標

858,850 847,658 836,611

≪指標の説明≫
学校給食においては、年間に生徒に提供する食数がその活動指標と考えられるため。「→」

824,899 813,350

契約方法の見直しを検討する。

関係者等との協議、検討を行うとともに、生徒へのアンケート結果も踏まえながら、より食べやすく・栄養バランスの良い献立の作成を行う

地場農産物の消費拡大のための検討

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

新型コロナ感染症防止のため献立や配膳に配慮するとともに、食中毒等の防止を徹底し安全・安心な給食の提供に努める。また、給食提供
数に基づく単価契約の委託形態を総価契約に見直し、給食事業の安定化に努める。

≪指標の説明≫

0 0

≪指標名≫
年間給食実施食数（食）

875,924

（目標値） 地場農産物使用の拡大

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

調理業者等給食提供に携わるものへの衛生管理指導の徹底を図る

809,745 731,280

245,728 生徒が食べやすい献立による給食の提供（生徒の食べ残しの削減、栄養バランスへの配慮）

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 213,433 207,456 218,368 231,426 241,727

課
題

安全で安心な給食実施の継続

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 物価上昇等に伴うコストの増額により委託料が増加傾向にある

9,402 9,4029,402 9,402

概算
人件費

①年間職員数 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

≪上記評価の理由≫
学校教育の一環としての学校給食の意義を踏まえ、継続して安全で安心な学校給食の徹底を図っていく必要がある。

その他特定財源 97 7 61 61 61 61

198,811 208,905 220,963 231,264 235,265

概算人件費①×② 8,861 8,638

一般財源 204,475

市債 0 0 0 1,000 1,000 1,000

県支出金 0 0 0 0 0

特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①
安全性の向上が図られた

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①
安全衛生研修機会を増やした

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 204,572 198,818 208,966 222,024 232,325 236,326

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

〇民間委託により食缶方式で市内11校の中学校へ給食の提供を行った。
〇残さい量の増加傾向に鑑み、市内11校の全生徒を対象にアンケート調査を行った。
〇「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理業者等への衛生管理指導の徹底を図った。
〇地産地消の取組として、山梨県産農林産物を使用することで、地産地消の推進を図った。
〇新型コロナウイルス感染症予防のため学校臨時休業に伴う給食休止（3/4～3/24）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 0 0 0 0 0 0

0

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
学校給食を教育活動の一環として生徒に提供し、子どもたちの食生活・食教育に対する指導を行い、正しい食事マナー、健康的な食習慣・
食生活等を身につけさせる。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

特記事項なし

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校給食法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成9年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 学校教育の充実 小施策 健やかな体の育成 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-18

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 学校給食事業（中学校）

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

特記事項なし

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　内藤　誠 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 22 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　教材教具・コンピュータ機器などの教育環境の整備は、わかりやすい授業の実現、子供たちの情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うた
めに必要である。今後はタブレットPCを活用したわかりやすい授業の推進を図っていく。

100 100
≪指標の説明≫
1人1台パソコンを活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担の軽減につながり、児童と直接関わる時間や授業の質の向上につながる。【→】

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
一人1台が使用できることにより、児童のパソコン操作の習熟につながる。「→」

≪指標名≫
教職員1人1台パソコン整備率（％）

100 100 100 100 100 100

100

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

成果
指標

≪指標名≫
パソコン教室におけるパソコン１台を使用できる児童の
割合（％）

100 100 100 100 100 100

100

628
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

628 628 　新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の長期化を踏まえ、国のGIGAスクール構想において、児童1人1台パソコンの整備が前倒しとな
り、高速大容量の通信ネットワーク環境の整備を実施し、生徒1人1台端末の整備を行わなければならないことから、今後は事業を拡大すると
ともに、児童及び教員が端末を有効に活用できるよう学習活動のマニュアル等を作成し、効果的な授業展開を図る。

≪指標の説明≫
教職員が1人1台パソコンを活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担軽減につながり、児童と直接関わる時間や授業の質の向上が期待で
きる。【→】

活動
指標

≪指標名≫
タブレットPCの整備台数（台）

879 950 7,863 7,863 7,863 7,863 高速大容量の通信ネットワーク環境の整備を行う。

すべての児童にパソコンを整備する。
≪指標の説明≫
児童1人1台のタブレットＰＣを活用することにより、わかりやすい授業の実現や児童の情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うことが期待でき
る。【→】

各学校の利用状況等を把握し、更新を行い有効活用する。

≪指標名≫
教職員1人1台パソコン設置台数（台）

628 628 628 628 628

879 950

（目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

232,052 普通教室に設置している大型テレビ（H21整備）が老朽化しており、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う休校時に遠隔授業を行うため、大型掲示装置（テレビ）が必要となる。

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 109,329 94,617 125,775 205,839 232,052

課
題

普通教室でタブレットPCをストレスなく利用するための環境整備が必要である。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 児童1人当たりの学習用パソコンの整備率が低い（約12％）

4,701 4,701

概算
人件費

①年間職員数 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60

≪上記評価の理由≫
　新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の長期化を踏まえ、国のGIGAスクール構想において、令和5年度までに達成するとしていた児童1人1
台パソコンの整備が前倒しとなったことから、事業の拡大を図る。

その他特定財源 14,427 11,389 20,796 20,796 20,796 20,796

78,909 100,278 180,342 206,555 206,555

概算人件費①×② 4,430 4,319 4,701 4,701

一般財源 90,472

市債 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①普通教室等での利用が可能となったことから、より分かりやすい授業を実施することが可能となった。 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①パソコン教室に持ち運び可能なタブレットＰＣを整備した。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 104,899 90,298 121,074 201,138 227,351 227,351

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

・パソコン教室にタブレットPCを整備した。
・普通教室のパソコンの入れ替えを行い、新学習指導要領に基づく新たなデジタル教科書（国、算、理、英）を整備した。
・学校図書館システムの更新を行った。
・教材教具備品の整備を行った。
（教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行っている。）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

A
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 0 0 0 0

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学習指導要領に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、ICT機器及び教育用コンテンツ（各教科等の授業で活用で
きる動画、写真、音楽などのデジタル素材）の活用等による情報教育環境を整備する。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

特記事項なし

事務事業
の性格

自治義務
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和39年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 良好な教育環境の整備 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-21

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 教材・情報環境整備事業（小学校） 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の
長期化を踏まえ、令和5年度までに達成する
としていた児童1人1台パソコンの整備が前倒
しとなったことから、児童の学びを保障できる
環境を早期に整備しなければならないため、
目標達成の必要性は極めて高い。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　内藤　誠 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 22 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　教材教具・コンピュータ機器などの教育環境の整備は、わかりやすい授業の実現、子供たちの情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うた
めに必要である。今後はタブレットPCを活用したわかりやすい授業の推進を図っていく。

100 100
≪指標の説明≫
1人1台パソコンを活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担の軽減につながり、生徒と直接関わる時間や授業の質の向上につながる。【→】

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
一人1台が使用できることにより、生徒のパソコン操作の習熟につながる。「→」

≪指標名≫
教職員1人1台パソコン整備率（％）

100 100 100 100 100

100 100

成果
指標

≪指標名≫
パソコン教室におけるパソコン１台を使用できる生徒の
割合（％）

100 100 100 100

100

活動
指標

533 4,016 4,016

≪指標の説明≫
生徒1人1台のタブレットＰＣを活用することにより、わかりやすい授業の実現や児童の情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うことが期待でき
る。【→】

4,016 4,016

すべての生徒にパソコンを整備する。

今年度整備した大型掲示装置（テレビ）を有効活用する。

≪指標名≫
教職員1人1台パソコン設置台数（台）

366 366 366 366 366 366
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

366 366 　新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の長期化を踏まえ、国のGIGAスクール構想において、生徒1人1台パソコンの整備が前倒しとな
り、高速大容量の通信ネットワーク環境の整備を実施し、生徒1人1台端末の整備を行わなければならないことから、今後は事業を拡大すると
ともに、児童及び教員が端末を有効に活用できるよう学習活動のマニュアル等を作成し、効果的な授業展開を図る。

≪指標の説明≫
教職員が1人1台パソコンを活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担軽減につながり、生徒と直接関わる時間や授業の質の向上が期待で
きる。【→】

100 100

≪指標名≫
タブレットPCの整備台数（台）

533

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

高速大容量の通信ネットワーク環境の整備を行う。

533 533

113,291 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う休校時に遠隔授業を行うため、大型掲示装置（テレビ）が必要である。

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 49,365 46,752 65,377 106,912 113,291

課
題

普通教室でタブレットPCをストレスなく利用するための環境整備が必要である。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 生徒1人当たりの学習用パソコンの整備率が低い（約13％）

4,701 4,7014,701 4,701

概算
人件費

①年間職員数 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60

≪上記評価の理由≫
　新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の長期化を踏まえ、国のGIGAスクール構想において、令和5年度までに達成するとしていた生徒1人1
台パソコンの整備が前倒しとなったことから、事業の拡大を図る。

その他特定財源 6,122 5,715 10,422 10,422 10,422 10,422

36,718 50,254 91,789 98,168 98,168

概算人件費①×② 4,430 4,319

一般財源 38,813

市債 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①普通教室等での利用が可能となったことから、より分かりやすい授業を実施することが可能となった。 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①パソコン教室に持ち運び可能なタブレットＰＣを整備した。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 44,935 42,433 60,676 102,211 108,590 108,590

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

・パソコン教室にタブレットPCを整備した。
・普通教室のパソコンの入れ替えを行った。
・普通教室に大型掲示装置（テレビ）を設置した。
・学校図書館システムの更新を行った。
・教材教具備品の整備を行った。
（教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行っている。）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

A
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

0

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学習指導要領に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、ICT機器及び教育用コンテンツ（各教科等の授業で活用で
きる動画、写真、音楽などのデジタル素材）の活用等による情報教育環境を整備する。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

特記事項なし

事務事業
の性格

自治義務
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和39年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 良好な教育環境の整備 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-22

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 教材・情報環境整備事業（中学校） 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

新型コロナウィルスの感染拡大に伴う休校の長期
化を踏まえ、令和5年度までに達成するとしてい
た生徒1人1台パソコンの整備が前倒しとなったこ
とから、生徒の学びを保障できる環境を早期に整
備しなければならないため、目標達成の必要性
は極めて高い。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　内藤　誠 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 17 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-29

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 外国人講師による英語指導事業（高校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　21世紀を担う子どもたちの育成や「甲府の子ど
もの教育」としての位置付けにおいて重要な事業
である。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 高校と専門学校の充実 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校教育法施行規則に基づいて定められている「学習指導要領」に従い、「外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深
め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション
能力の基礎を養う。」ことを目標に実施する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　臨時休業に伴い3月の授業数が確保できなかっ
たため目標値を下回ったが、外国語を用いたコ
ミュニケーションにより、外国語の基礎が培われ、
「確かな学力」の向上を図ることができた。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成20年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　英語を通じて積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するとともに、情報や考え方などを的確に理解したり、適
切に伝えたりする基礎的な能力を養い伸ばすことにより、社会生活において活用できるようにすることを目的に実施した。
　また、グローバル化が急速に進む今日において、国際感覚を身につけた人材育成を図るため、生きた英語教育の充実を図
り、実践的な外国語指導を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 4,953 4,959 4,388 4,800 5,100 5,400

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　外国人英語指導講師の活用は、グローバル人
材の育成には重要なコンテンツであり、また、能
力の高い外国人講師を確保するため、関連費用
の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 4,940

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31

≪上記評価の理由≫
　外国人英語指導講師を積極的に活用し、外国の言語や文化に対する理解を深め、社会生活においても外国語が十分活用出来るよう、コミュニ
ケーション能力の向上や国際感覚を身に着けた生徒の育成を図った。

その他特定財源 13 12 10 15 20 25

4,947 4,378 4,785 5,080 5,375

概算人件費①×② 2,289 2,231

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 小中学校を含む外国人英語指導講師の増加に伴い、経費が増加している。

2,429 2,4292,429 2,429

外国人英語指導講師の質の向上を図るとともに、英語を扱う日本人教師の育成など、職場の環境づくりに努める。

4.1 4.0

7,829

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 7,242 7,190 6,817 7,229 7,529

課
題

各市町村が外国人英語指導講師の雇用を拡大しており、資質の高い人材の確保が課題となっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

費用負担の少ない雇用方法としてJETプログラムを活用することとする。

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　現地採用と費用負担の少ないJETプログラムを併用し、引き続き、きめ細かな外国語（英語）教育を行い、国際感覚を身につけた人材の育成を図るた
め、実践的な英語指導を図る。≪指標の説明≫

580 580

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

4

成果
指標

≪指標名≫
１年間の外国人英語指導講師活用総授業時間数

580 580 580 580

活動
指標

4 4 4

≪指標の説明≫
外国語に触れ、外国の生活や文化に慣れ親しむ機会を通じ、異文化への興味を持たせることにより、国際理解教育が図られる。「↑」

4 4

≪上記評価の理由≫
　生徒に生きた英語学習の場を提供し、コミュニケーションを通じて外国の文化を知ることで、戦争・差別・環境問題等の地球的規模の課題に対し、「気づ
き考え」「実行する」といった国際理解教育を推進した。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
生きた英語学習の場を提供することにより、実践的な英語教育の充実、国際感覚を身に付けた人材育成が図れた。「↑」

≪指標名≫

602 563



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
市民の生涯学習活動を支援するとともに、更なる生涯学習への参加意欲の醸成を図る。　↑

≪指標名≫
出前講座開催数

170 175 180 185 190

34

成果
指標

≪指標名≫
まなび奨励ポイントの受賞者数

50 50 55

195

②

活動
指標

1,900 2,000 2,100 2,200

≪上記評価の理由≫
　　いつでもどこでもだれもが学べる環境づくりを推進するため、引き続き、まなび奨励ポイント制度や出前講座・イベントなど事業の更なる周知・内容充実に努める必要が
ある。218 244

≪指標の説明≫
市民の学習ニーズに対応した講座メニューを充実させ、開催講座数を増やすことにより、学習機会の拡大を図る。　↑

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B

新たな情報提供ツールとして構築した特設サイトを、コロナウイルス感染症対策のため中止している生涯学習事業の再開に合わせ公
開出来るよう常に最新の情報に更新して準備を進めるとともに、サイトの存在を多くの市民に周知できるように、チラシの配布や広報誌
への掲載を通してアピールしていく。

≪指標の説明≫
生涯学習への参加意欲の醸成が図られる。　↑

≪指標名≫
出前講座の登録メニュー数

225 230 265 270 275 280 事
業
の
今
後
の
方

針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

238 262 特設サイトについては、まなびポイントの他事業との連携など、市民が興味関心を引く幅広い情報を掲載するとともに、分かりやすいレイアウ
トやユーザビリティを意識して運用していく。
平成24年度に策定した「生涯学習ビジョン」については、策定から7年が経過し社会経済情勢等が大きく変化していることから、新たな課題に
適切に対応するため、内容の見直しを行う。

≪指標の説明≫
市民の学習ニーズに対応したメニューを確保することにより、学習機会の拡大が図られる。　↑

55 55

≪指標名≫
まなび奨励ポイント制度登録者数

1,700 1,800

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

あらゆる学習機会等をとらえ、まなび奨励ポイント制度や出前講座等の活用方法・利点を周知していく。

1,721 1,797

23,724

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 22,430 24,991 23,724 23,724 23,724

課
題

まなび奨励ポイント制度や出前講座など、市民に広く知られていない状況である。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 市民が自分に合った「いきがい」をみつけ、充実した人生を過ごせるための各種講座の情報提供。

9,402 9,4029,402 9,402

概算
人件費

①年間職員数 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

≪上記評価の理由≫
　　いつでもどこでもだれもが学べる環境づくりを推進するため、引き続き、まなび奨励ポイント制度や出前講座・イベントなど、事業の更なる周知・内容充実に努め
る必要がある。その他特定財源 28 23 28 28 28 28

16,330 14,294 14,294 14,294 14,294

概算人件費①×② 8,861 8,638

一般財源 13,541

市債

県支出金

　特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

①　新型コロナウイルス感染症対策の影響で公開を見合わせたため、効果なし。 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①　市民が充実した人生を送れるよう、各種セミナー等の情報提供の場を増やした。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計
事業費 13,569 16,353 14,322 14,322 14,322 14,322

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　「甲府市生涯学習ビジョン」に沿って事業推進を図りながら、「出前講座制度」や「まなびポイント制度」の利用促進を図るなど、すべての市
民が多様な機会を通じて、ともに学び、共に深め合いながら、自らの人生を豊かにする取組に努めた。
　また、生涯学習事業を一層推進するため、全世代の市民が自分に合った「いきがい」をみつけ、メリハリのある充実した人生が過ごせるよう、
市ホームページに特設サイトを構築し、市民がわかりやすく、選択でき、活用できる各種セミナー等の情報提供を行える方向で進めたが、新
型コロナウイルス感染症対策の影響で公開を見合わせた。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　いつでもどこでもだれもが学べる環境づくりを行うとともに、生涯学習を通じて、市民だれもが生きる喜びと希望を持ち、人と地域がつながり、
未来に向かって人生の充実を感じて暮らすことのできるまちづくりを推進する。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　活動指標の出前講座の登録メニューの着実な
増加がある中、講座開催数が増加するなど成果
があったことから、今後も活動を継続していく。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成3年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ①生涯学習の充実 小施策 学習機会や学習内容の充実 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教ー39

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 生涯学習振興事業 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　公共性が比較的高く、市民の生涯学習への参
加意識の醸成を図るためにも必要な事業である。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 課長　板山　高久 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　リクエストサービスやアンケート等により、多様化する市民の要望に応える資料収集に努めている。
　また、子どもの読書活動推進並びに種々の講演会及び展示会などの社会教育機関としての活動に注力している。
　なお、館の特色や独自性が打ち出せる取り組みを行うとともに、司書によるレファレンスサービスなど、図書館としてのサービスの質の向上に努めていく。

326,258 294,704

≪指標の説明≫
　甲府市立図書館の種々のサービスやイベントのために来館した方の数「↑」

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
　図書の貸出など甲府市立図書館のサービスを利用するために利用者カードを作成している方の数「↑」

≪指標名≫
　甲府市立図書館の来館者数

345,000 345,000 345,000 345,000 345,000

117,019 122,529

成果
指標

≪指標名≫
　甲府市立図書館の登録者数

140,000 140,000 140,000 140,000

345,000

活動
指標

4,500 4,500 4,500

≪指標の説明≫
　利用者の知的要求に応え、“役に立った”と実感してもらえる調査支援（回答）数「↑」

4,500 4,500

視覚障害者支援だけでなく、図書館サービスのバリアフリー化を広く考えることから取り組む。

≪指標名≫
　主催事業実績

43 44 45 45 45 45
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

43 43 公共図書館として市民に十分な知識と情報を提供し、また地域の社会教育施設である公立図書館として生涯学習の支援やバリ
アフリーなコミュニティづくりの場として、より公共性の高い施設運営に努める。≪指標の説明≫

　読書活動推進や生涯学習活動を支援する事業の開催数「↑」

140,000 140,000

≪指標名≫
　レファレンス実績

4,500

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

公民館図書室との連携は、現有の人的・物的資源を有効活用することから取り組む。
4,367 3,952

227,736

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 210,363 212,710 203,391 238,384 207,736

課
題

近年、要望が出ている公民館図書室との連携について取り組む必要がある。
②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,896 7,896 7,896 7,896 読書バリアフリー法の施行によるアクセシブルな図書資料或いは設備の充実が望まれる。

39,480 39,48039,480 39,480

概算
人件費

①年間職員数 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00

≪上記評価の理由≫
　リクエストサービスやアンケート等により、多様化する市民の要望に応える資料収集に努めている。
　子どもの読書活動推進並びに種々の講演会及び展示会などの社会教育施設としての活動に注力している。
　図書館システム更新及び図書館基本計画策定も行い、新たな図書館運営に踏み出している。

その他特定財源 845 1,020 920 940 940 940

159,600 162,991 180,564 167,316 187,136

概算人件費①×② 36,920 35,990

一般財源 172,598

市債 16,100 17,400

県支出金

概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 173,443 176,720 163,911 198,904 168,256 188,256

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　図書館の主要サービスである資料収集・貸出、レファレンス（調べもの支援）、リクエスト（予約受付）、図書館ボランティアとの協働によるイベントのほか、図書館ネットワークを活用した
公民館図書室との連携、移動図書館「なでしこ号」による市内33ステーションの巡回や地域文庫等21か所への団体貸出などのアウトリーチ活動、更には子どもの読書活動推進を図る
ブックスタート事業、小学校や公民館などに出張して絵本の読み聞かせなどを行う「おはなしキャラバン」などを実施した。
　また、図書館業務の根幹を担う図書館システム及びホームページを更新し、事務処理の高速化と利用者の利便性向上を図った。
　更には、図書館協議会での協議と利用者アンケートなどを踏まえ、読書バリアフリー法の施行や社会教育施設として新たな役割を期待されるこれからの図書館像への考え方を示す
「甲府市立図書館基本計画」を策定した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 令和５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　図書館の効率的な維持管理・運営を図る中で、地域社会の知の砦として、価値のある資料整備、リクエスト及びレファレンスサービス（図書
館利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報を求めた際に、図書館司書が情報そのもの或いはそのために必要とされる資料を検
索・提供・回答することによってこれを助ける業務）をベースに、読書活動推進の支援やアウトリーチ活動（移動図書館「なでしこ号」や地域文
庫等への団体貸出などによる出張サービス）により市民の知る自由を保障するとともに、社会教育施設として生涯学習或いは地域振興にも
寄与する「役に立つ図書館」を目指す。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　成果指標のうち、登録者数は昨年度から漸増となった。
　年内まで順調だった来館者数は、新型コロナウイルス感染
拡大防止のための臨時休館により開館日数が前年度より少な
かったことで減少に転じたと考える。
　来館者数の達成状況は目標値を下回っているが、引き続き
サービス全般を通して利用者ニーズの把握や利便性の向上
に努め、また、社会教育施設としての役割を果たしていけば、
適切な事業内容であると判断できる。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 図書館法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和１１年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市立図書館条例、甲府市立図書館条例施行規則 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 生涯学習の充実 小施策 学習機会や学習内容の充実 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-40

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 図書館管理運営事業

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部生涯学習室図書館 作成責任者職氏名 課長　本田芳紀 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3
2

1

4

3
2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-４３

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 スポーツ振興事業 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　各種の大会等を開催することで、市民の生涯スポー
ツの振興と健康づくりの機会が図られているため、必要
性が高い。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　スポーツ課 作成責任者職氏名 課長　小林敏弘 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 スポーツの振興 小施策 スポーツの普及・競技力の向上 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫

　市民スポーツ普及のための事業及び競技力向上を目的としたスポーツ選手の育成強化のための事業を実施する。 【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　各種の大会や記念事業への参加者が増加したもの
の、各種目団体の大会が雨天等により中止になったた
め、参加人数が減少し成果指数に達しなかった。今後
も（公財）甲府市スポーツ協会と連携し、市民が楽しく
参加できる各種スポーツ大会の調査研究を行ってい
く。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　■委託・指定管理　　■補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 (公財）甲府市スポーツ協会補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事

務事業
実施内容

　スポーツ振興事業を次のとおり実施した。
　市民運動会・市民スポーツ祭・スポーツ少年団育成・各種目大会・市民体育大会・ライフスポーツ市民大会・ランクリニック・ス
ポーツ教室・市民ふれあいウォーキング
　なお、令和元年度は、こうふ開府500年記念事業としてグラウンド・ゴルフグランドチャンピオン大会・親子大会及び、夏期巡回
ラジオ体操・みんなの体操会を開催した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

68,796 66,941 66,723 66,523

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額） （予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

　各種の大会等は、（公財）甲府市スポーツ協会が委託
先となっていることから、各種目団体との連携により、ス
ムーズな事業推進が図られている。各種の大会への参
加機会の推進を図るため、コスト等は現状維持が望ま
しい。

事務事業の
見直しと効果

見直し
①　見直し行わず。

概ね効率的にできている

検討の余地がある

② 十分可能である

効果

①

3②
概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

事務事業のコ
スト等

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

合　　計
事業費 70,753 71,144

一般財源 70,730

国庫支出金

市債

県支出金

概算
人件費

①年間職員数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

≪上記評価の理由≫
　各種の大会や記念事業の企画を検討する中で、参加者の増加に取り組むことができた。今後も引き続き、（公財）甲府市スポーツ協会と連携し、市民スポーツの普
及が図れるよう各種スポーツ大会の調査研究を行っていく。その他特定財源 23 28 70 70 70 70

71,116 68,726 66,871 66,653 66,453

概算人件費①×② 7,384 7,198

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835

7,835 7,8357,835 7,835

（公財）甲府市スポーツ協会等と連携し、参加人数の増加に向けたスポーツ教室や大会などを実施していく。

9 11

74,358

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 78,137 78,342 76,631 74,776 74,558

課
題

種目団体の大会等の参加が少なく目標人数に達成しないことから、スポーツ教室などを開催し参加者増加に取り組む必要がある。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

≪指標名≫ 事
業
の
今
後
の
方

針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　各種の大会等の参加者が少ないことから、参加人数の増加を図るため事業の企画検討を行うとともに、スポーツ教室や大会などを開催し、市民スポーツの普及を図るた
め、引き続き事業を実施する。

≪指標の説明≫

66,010 66,010

≪指標名≫
各種スポーツ大会スポーツ教室等事業数

9

成果
指標

≪指標名≫
各種スポーツ大会・スポーツ教室参加人数

66,010 66,010 57,410 66,010

活動
指標

9 9 9

≪指標の説明≫市民体育大会の事業数「→」
大会等の実施により、生涯スポーツの振興と健康の保持促進が図られる。

9 9

≪上記評価の理由≫
市民体育大会の企画・運営を検討する中で、参加種目にスポーツ少年団を加えることができた。今後も引き続き、幅広い年齢の市民が参加でき、楽しめるような各種スポー
ツ大会の調査・研究を行っていく。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫各種スポーツ大会・スポーツ教室参加人数　「↑」参加者数の増加により生涯スポーツの普及が図られる。H2７～H２９年度の
最高参加者数（令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響による事業を修正）

≪指標名≫

64,893 64,796



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　　様々な分野で活躍している甲府大使を招いての、こうふ開府500年記念事業や、身近なまちなかでのコンサート・ワークショップなど多様な機会・内容の
事業を開催していることが、参加者が増加した要因であると思われる。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫市民文化祭への出演者数の増加は、市民文化団体や各地区文化協会の自主的文化活動が助長されていることを示すもの
である。また、平成30年度については、市民文化祭が中止となったため目標値を設定せず。　「↑」

≪指標名≫

― 1,933

成果
指標

≪指標名≫
　市民文化祭への出演者数

― 2,000 2,000 2,000

活動
指標

22 20 20

≪指標の説明≫　事業の開催日数を増やすことで、文化芸術に接する機会の提供及び創作活動の場の充実が期待できる。（但し、なかみ
ち短歌大会の応募期間は含んでいない）　　　「↑」

20 20

≪指標名≫ 事
業
の
今
後
の
方

針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

　「心豊かで輝く人を育む」ためには、心に潤いとゆとりを与える文化・芸術の振興は、少子高齢化社会ではますます重要となっている。ま
た、会場を身近な市役所でイベントを開催することによる市民の外出機会の増加や、文化による地域のつながりの強化は心身の健康面でも
有用であり、内容を精査し事業を展開していく。

≪指標の説明≫

2,000 2,000

≪指標名≫
　事業開催日数

15

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

従来の一般対象向けの周知に加えて、事業内容に興味・関係のある層に向けての周知方法を検討する。

15 16

29,115

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 42,565 37,915 32,025 29,337 29,115

課
題

優れた芸術を鑑賞する事業において、更なる集客を図る必要がある。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835

15,592 15,59215,592 15,592

概算
人件費

①年間職員数 1.99 1.99 1.99 1.99 1.99 1.99

≪上記評価の理由≫
　事業内容・対象を考慮し、子どもから高齢者まで幅広く偏りのない事業計画を立てている。
　開府500年記念事業である「将棋の日in甲府」を実施し、高い評価を得た。その他特定財源 5,134 14,489 7,364 7,150 6,987 6,987

9,102 9,069 6,595 6,536 6,536

概算人件費①×② 14,694 14,324

一般財源 20,637

市債 2,100

県支出金

特記事項なし

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 27,871 23,591 16,433 13,745 13,523 13,523

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　こうふ開府500年記念事業として、「第45回将棋の日in甲府」、ジュニアオーケストラ育成事業及び甲府市交響楽団演奏会、方
代の里なかみち短歌大会表彰式典を開催。記念事業以外にも、まちなかの文化芸術イベント（４回）を開催するとともに、甲府
市文化協会への活動支援を行った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　優れた文化芸術に接する機会の提供及び創作活動の場の充実に取組むことにより、市民に豊かな感性が育成されることを目
的とする。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　成果の達成状況は目標値を若干下回ったが、
前回（H29　1,859人）と比べ出演者数は増加し、
出演部門も１部門増加した。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　■委託・指定管理　　■補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成元年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市文化振興事業基金条例  甲府市文化振興基金事業補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ③文化・芸術の振興 小施策 文化・芸術に接する機会の提供 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-46

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 文化芸術推進事業

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

特記事項なし

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 課長　　板山　高久 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-50

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 史跡武田氏館跡整備事業

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3 　甲府の原点に位置づけられる武田氏館跡は山
梨を代表する歴史的文化遺産であり、市民はもと
より全国的にも注目度が高く、甲府のランドマーク
の一つとして、その整備の必要性は高い。
　整備事業は、史跡整備地の公有地化や、発掘
調査とその分析、そして、復元と、長期的かつ専
門的な業務のウエイトが高いため、行政が実施す
べき事業である。4

民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部生涯学習室歴史文化財課 作成責任者職氏名 課長　田中　浩 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ③文化・芸術の振興 小施策 文化財の保護・活用 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　戦国大名居館と城下町の遺構が良好な状態で残っている武田氏館跡とその周辺一帯を開発から守り、史実に基づいた景観
整備を進めるとともに、その多角的な活用を通じて、市民文化の向上やふるさとに誇りをもった人材の育成、地域の賑わいの創
出などに努める。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2 　厳しい財政状況の中、国へ事業の必要性や事
業計画を示したうえで補助要望を行っているが、
全国的な災害復旧対応等により満額交付となら
なかったため計画どおり進捗できなかった。引き
続き、国への働きかけを行い補助を活用して効率
的に事業を実施していく。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 文化財保護法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和62年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市文化財保護条例 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　史跡内269.65㎡を公有地化した。整備事業として、梅翁曲輪ゾーンを対象に第3次・第4次工事を実施し、堀・土塁の復元・顕
在化や園路の整備を行った。発掘調査は、西曲輪北馬出地点を、次期整備に向けた基礎資料の取集も視野に入れ実施した。
史跡ガイドパンフレットを増刷し、信玄ミュージアム来館者へ配布して史跡への誘導・説明に活用した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 210,363 59,675 76,624 76,575 103,500 106,790

8,965

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①国庫補助金が、満額交付とならなかったため、工事内容を精査の上、交付額の範囲内で整備事業を行っ
た。(整備面積：当初1,500㎡を600㎡に変更）

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 586,464 98,041 123,355 128,530 160,000 169,570

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①当初予定より規模を縮小したが、史跡の整備を進捗させることができた。 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
②当初の計画から遅れを生じたが、委員の専門分野に関わる意見を反映させながら作成した。 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

県支出金 6,274 5,229 6,611 8,452 7,510

　史跡整備は発掘調査成果を慎重に分析し、実
証された史実に基づき復元整備等を行うため、早
期の事業推進は難しい。
　しかし、最少の職員で最大の効果をあげられる
よう、常に配意している。また、国・県の補助事業
の活用も、常に研究している。

②新型コロナ感染拡大防止により、後半の第3次整備計画に係る会議等が開催できず、委員との個別協議等
に変更した。

概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 55,269

市債 252,900 10,700 12,700 14,000 14,000 14,000

概算
人件費

①年間職員数 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

≪上記評価の理由≫
　「第六次甲府市総合計画」・「都市計画マスタープラン」等でも本事業は施策の一つとして位置づけられており、史跡武田氏館跡の整備は、歴史・文化を活かした
まちづくりの指標となりうるものである。信玄公生誕500年を見据え、ふるさとへの愛着心を持った人材の育成にも効果的であるので、引き続き確実な事業推進が必
要である。

その他特定財源 61,658 54 7 10 10 10

22,883 27,413 29,493 34,980 39,805

概算人件費①×② 22,152 21,594

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 公有地化事業は、土地所有者の理解と協力が必要であり、計画的な推進が難しい。

23,505 23,50523,505 23,505

史跡整備の重要性を説明するなどの働きかけを行い、補助を活用した効率的な事業を推進していく。

5 5

193,075 整備事業は、史実（発掘調査の成果）に基く整備となるため、計画どおりの進捗が困難となる。

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 608,616 119,635 146,860 152,035 183,505

課
題

国補助・県補助ともに、要求額に対し厳しいシーリングが設定され、長期的な展望を描くことが困難となっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値） 第3次整備基本計画は作成したが、文化庁等への報告・説明ができていない。

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

公有地化事業は、地権者の意向を確認しつつ、整備に向けた効果的な用地取得や事業費の中長期的な確保に努める。

発掘調査の成果を活かした最も効果的な整備手法や活用方法を常に検討し、事業の推進を図る。

新型コロナウィルスの終息状況等をみて、文化庁への説明や整備委員会の開催を行う。

≪指標名≫ 事
業
の
今
後
の

方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

　史跡武田氏館跡は、本市が誇る歴史資産であり、戦国大名の居館として、今もなお良好に残る全国的にも注目される史跡であ
る。今後においても、発掘調査等による史実に基づく整備とともに活用事業を実施するため、補助を活用し最も効果的な整備手
法を検討し、引き続き事業推進を図る。

≪指標の説明≫

20.60 22.00

≪指標名≫「史跡武田氏館跡保存整備委員会」
及び「専門委員会」開催回数

3

成果
指標

≪指標名≫整備目標面積（公有地化対象面積）
に対する整備面積比率

19.30 20.14 20.04 20.18

活動
指標

4 4 4

≪指標の説明≫史跡整備事業の推進は、文化庁諮問機関である「史跡武田氏館跡保存整備委員会」、「武田氏館跡専門委員会」での協
議・検討を経て実施しているため。「→」

4 4

≪上記評価の理由≫
　「第2次整備基本計画」に基づき、史跡整備及びガイダンス施設の建設を進めた。開府500年及び信玄公生誕500年を見据え、「甲府」のまちの原点である武田氏館跡の
整備は、歴史・文化を活かしたまちづくりの指標ともなりうるものであり、ふるさとへの愛着心を持った人材の育成にも効果的なので、確実な事業推進が必要である。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫　公有地化対象面積（71,554㎡）に対する整備面積比率は、事業の進捗状況を示している。「↑」
※令和2年度の整備予定面積1,426㎡、令和3年度は100㎡とする。

17.20 18.05



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4
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　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-51

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 文化財保護事業

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　国民共有の文化遺産を後世に伝える事業であ
り、文化財保護法に基づき市で行う事業である。

4
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部生涯学習室歴史文化財課 作成責任者職氏名 課長　田中　浩 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ③文化・芸術の振興 小施策 文化財の保護・活用 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　甲府市内の埋蔵文化財・一般文化財の保護・保存を図り、未来へ継承するとともに、かけがえのない歴史的文化遺産の啓発・普及と 郷土
愛の醸成に努める。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3 　指定文化財の本質的価値を市民に周知する意
義は大きく、適切な保護・保存、活用に繋がり、
発掘現場見学会・企画展示等は、市民等への文
化財の啓発・普及手段として有効である。
　また、文化財や伝統文化は地域固有の資源とし
て、地域活性化やまちづくりへの活用が期待され
る。

事務事業
の性格

法定事務
法律 ■有　□無 文化財保護法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和50年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 甲府市文化財保護条例・甲府市文化財保存事業補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

①埋蔵文化財の現地調査（試掘・立ち合い・指導等）180件・本調査及び記録保存のための整理作業を3地区で実施した。　②
記録保存のため発掘調査報告書を作成した。　③文化財審議会を開催し、所蔵文書等の調査を行った。　④文化財保護のた
め個人に対して補助事業（善光寺源実朝座像修理事業、富岡家住宅修理事業他）を行った。⑤発掘調査の現場見学会（武田
氏館跡味噌曲輪・高室家住宅）を開催した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金 10,816 8,036 12,500 12,123 12,123 12,123

6,061

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①文化財の保護・保存事業や活用事業を計画的に実施してきたが、活用事業では、2月下旬から新型コロナ
ウィルス感染拡大防止のため、事業を中止した。

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 58,652 54,800 110,551 186,829 161,829 186,829

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

①中止となるまでの事業では、見学会等により文化財の重要性などの啓発に努めることができた。 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

県支出金 2,547 7,657 5,000 6,061 6,061

　埋蔵文化財発掘の本調査に関しては、文化財
保護法第９２条に基づいて民間発掘機関に業務
委託し、業務の効率化を図っている。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源 32,881

市債 0 0 0 0 0 0

概算
人件費

①年間職員数 2.40 2.40 3.40 3.40 3.40 3.40

≪上記評価の理由≫
　国民共有の文化遺産を後世に伝える事業であり、文化財保護法に基づき市で行う事業である。さらに、文化財活用係も設置され、現場見学会、企画展示等によ
り本市の文化財の価値を普及啓発活動を行うことにより、適切な保護・保存が図られる意義は大きい。また、民間の大規模開発に関しては、民間発掘調査機関へ
委託するなど、事業の効率化が図られている。

その他特定財源 12,408 19,678 60,000 140,231 120,231 120,231

19,429 33,051 28,414 23,414 48,414

概算人件費①×② 17,722 17,275

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 指定文化財の修理・防災施設整備の補助事業に要望が多い。

26,639 26,63926,639 26,639

増加する業務への対応や学術的な専門知識の修得、発掘技術の継承等が必要なことから、計画的な文化財主事の採用を検討する。

5 4

213,468

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 76,374 72,075 137,190 213,468 188,468

課
題

埋蔵文化財発掘調査など、開発事業の増加に伴い、業務量が増加するとともに、文化財主事の負担が多くなっている。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

指定文化財の修理等の国・県の補助金の確保・活用を図るため、関係機関と協議していく。

≪指標名≫ 事
業
の
今
後
の

方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　埋蔵文化財・一般文化財の保護・保存を図り、未来へ継承すべく活用事業を実施する。指定文化財の審議対象を整理し、効率的な審議会運営を図る。埋蔵文化財発
掘調査については、開発業者の理解・協力を求めていく。大規模開発に伴う本調査は、民間発掘調査機関への委託を推進し、業務の効率化を図る。

≪指標の説明≫

300 300

≪指標名≫
発掘現場見学会等開催数

3

成果
指標

≪指標名≫
発掘現場見学会参加者数

200 200 200 300

活動
指標

3 3 5

≪指標の説明≫
発掘現場の見学会を開催し、文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

5 5

≪上記評価の理由≫
　指定文化財の審議対象を整理し、効率的な審議会運営を図る。埋蔵文化財発掘調査については、開発業者の理解・協力を求めていく。大規模開発に伴う本調査は、
民間発掘調査機関への委託を推進し、業務の効率化を図る。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
発掘現場見学会の開催について周知をし、市民に文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

≪指標名≫

444 204
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4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-54

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 新しい時代を担う人づくり基金事業（姉妹・友好都市教育交流事業） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　海外派遣研修は、国際化、多文化共生が進展
する中で、グローバルな国際感覚を身に付ける良
い機会であるため、本事業の実施により子どもた
ちに経験を積んでもらうことは、将来にわたり大き
な効果を生むものと考える。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　寺田　是 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ⑤国際交流・多文化共生の推進 小施策 国際交流活動の推進 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　平成4年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府の教育」の
全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するため、調査・研究及び検討し、推進を図ることを目的としている。 【実施主体の妥当性】

行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　多くの生徒が、「国際交流と異文化に触れる機
会が得られ、豊かな感性とたくましい行動力を育
むことができた」と実感している。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（新しい時代を担う人づくり基金） 事業開始年度 平成4年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か■有　□無 新しい時代を担う人づくり基金運営委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

　姉妹都市であるデモイン市との相互教育交流を図り、生きた外国語の習得や国際感覚を身につけた生徒を育成するため、海
外研修派遣事業及び教育使節団受入事業を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

Ｒ４年度 Ｒ５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

事業費
財源内訳

国庫支出金

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①見直し行わず 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 8,994 9,664 9,411 12,304 11,870 11,870

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

県支出金

　本事業は、基金事業として目的が明確になって
いるため、他事業との統合する余地はない。② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

一般財源

市債

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42

≪上記評価の理由≫
　東京オリンピック・パラリンピックの開催を間近に控えるなど、これから益々グローバル化する国際社会を生き抜くため、国際感覚を身に着けた生徒の育成が重要
であることから、姉妹友好都市との相互教育交流を図った。その他特定財源 8,994 9,664 9,411 12,304 11,870 11,870

概算人件費①×② 3,101 3,023

7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835

3,291 3,2913,291 3,291

デモイン市等へ派遣した生徒の報告を他の生徒も共有するなど、引き続き国際性豊かな人材の育成に努める。

2 2

15,161

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 12,095 12,687 12,702 15,595 15,161

課
題

グローバル化する現代社会に適応する人材の育成を、今後も積極的に推進する必要がある。

②職員１人当たり人件費

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

≪指標名≫
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
　児童生徒がグローバルな国際感覚を身に付け、将来を考える貴重な機会を得ることができるよう引き続き推進し、姉妹都市・友好都市への中高校生の
海外研修派遣・受入事業を通じて、国際交流に貢献するとともに、国際感覚の習得を図り、豊かな感性とたくましい行動力を育める教育指導を行う。≪指標の説明≫

24 24

≪指標名≫
姉妹・友好都市との相互派遣回数

2

成果
指標

≪指標名≫
海外研修に派遣した中・高生数

24 24 24 24

活動
指標

2 2 3

≪指標の説明≫
中高生を姉妹・友好都市へ派遣した回数及び受入した回数　「→」

2 2

≪上記評価の理由≫
　次代を担う中高生が、グローバルな国際感覚を身に付け、将来を考える貴重な機会を得ることができた。また、ホームステイ等を通じて豊かな感性とたく
ましい行動力を育むことができた。

≪指標の説明≫

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※総合評価は、評価点数と数値では表すことのできない定性的評価双方に基づき評価する。

≪指標の説明≫
姉妹・友好都市に派遣した市立中学生・甲府商業高校生の人数　「→」

≪指標名≫

24 24



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

①

②

③

④

①

②

③

④

≪上記評価の理由≫
　マモルメールの登録推進等を通じ、校内の安全確保と児童・生徒の通学時における安全確保を図った。また、地域住民の自主的活動を推進しながら学
校安全ボランティアを活用し、地域社会全体で通学路の見守りに取り組むことができた。7,340 6,806

≪指標の説明≫
通学路の見守り等が行う学校安全ボランティアの登録者数「↑」

前
年
度
に
お
け
る

部
と
し
て
の
総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

≪指標の説明≫
市立小中学校の児童生徒数に対するマモルメールの登録率。「↑」

≪指標名≫
学校安全ボランティアの登録者数

7,000 7,000

97.5% 98.4%

成果
指標

≪指標名≫
マモルメール登録率

97% 97%

活動
指標

12,078

≪指標の説明≫
保護者に登録勧奨した、マモルメールの対象となる市立小中学校の児童生徒数。「→」

防犯カメラを未設置校（27校）に設置し、学校敷地内での犯罪の発生を抑止する。（R2.：599千円）

≪指標名≫
学校安全ボランティアの見守りが行われている小中学
校数

36 36
事
業
の
今
後

の
方
針
等

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

32 31   全国で児童生徒の安心安全が脅かされる事案が相次いで発生していることから、犯罪の発生を抑止するため、防犯カメラを未設置校に設
置するとともに、登下校時の子どもの安全確保を図るため、引き続き通学路の防犯の合同点検を実施する。≪指標の説明≫

児童生徒の登下校時に、学校安全ボランティアが見守りを行っている小・中学校数。「↑」

≪指標名≫
マモルメール登録勧奨の実施回数

12,374

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） 課題の改善策と今後の取組方法（予算への反映や事業継続の検討結果含む）※課題①に対する事項を①へ

予備を含めて購入し、必要に応じて交換を行う。

12,374 12,078

6,491

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

トータルコスト（事業費＋概算人件費） 5,276 5,110 6,562 6,491 6,491

課
題

児童の登下校時の安全確保を図るため、小学校の新１年生に防犯ブザーを配付しているが、長期間の配付となるため故障が見られる。

②職員１人当たり人件費 7,384 7,198 7,835 7,835 7,835 7,835 学校への不審者の侵入を受け、学校敷地内における児童生徒の安全対策が必要である。

4,936 4,9364,936 4,936

概算
人件費

①年間職員数 0.63 0.63 0.63 0.63 0.63 0.63

≪上記評価の理由≫
　マモルメールの登録推進等を通じ、校内の安全確保と児童・生徒の通学時における安全確保を図るとともに、地域住民の自主的活動を推進しな
がら学校安全ボランティアを活用し、地域社会全体で通学路の見守りに取り組むことができた。また、登下校防犯プランに基づき、防犯の通学路合
同点検を実施し、児童の安全確保に努めた。

その他特定財源

575 1,626 1,555 1,555 1,555

概算人件費①×② 4,652 4,535

一般財源 624

市債

県支出金

　ＰＴＡや地域住民によるボランティア活動で事業
を推進しており、これ以上のコスト削減は見込め
ない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、受益
者負担割合は妥当か。補助
金等交付事業の場合、対象
経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 Ｈ３０年度 R１年度 R２年度 R３年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効果

見直し

①見直し行わず。 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の余
地】
類似事業との統合やコスト削
減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業のコ
スト等

合　　計

事業費 624 575 1,626 1,555 1,555 1,555

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

（決算額） （決算額）

事

業

実

施

結

果

評価対象年
度における事
務事業
実施内容

■災害、事件、事故等の緊急情報の迅速な情報共有手段のため、マモルメールの運用管理、及び保護者への登録勧奨を
行った。
■地域の学校安全ボランティアによる見守り奨励と、登録者の講習会を開催した。
■新小学校1年生を対象に、登下校時の安全のため防犯ブザーを配布した。
■児童生徒の安全対策として、防犯に関する通学路合同点検を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、事
業内容は適切か

事業内容は適切である

R４年度 R５年度 見直すべきである

（予算額） （計画額） （計画額） （計画額）

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ+積極的見直し・Ｃ‐一部改善、
10点～13点 Ｄ+統廃合・Ｄ‐縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

事業費
財源内訳

国庫支出金

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　全国的に、通学途中に見知らぬ人に声をかけられる、校内に不審者が侵入するなど、子どもたちが事件に巻き込まれそうにな
るケースが増えていることや、自然災害による大きな被害が発生しており、子どもたちを取り巻く環境は厳しさと危険度を増して
いることから、学校内外における安全確保、その他の緊急事態における体制等の強化を図る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切か。
民間活用の余地はないのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある

民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実施する
のが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　子どもたちが安心して教育を受けられるよう、地
域ボランティアを活用することで、地域社会全体
で学校の安全に取り組むことができる。事務事業

の性格
自治任意

法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成25年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状況
は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 ３安全で安心して健やかに暮らせるまちをつくる（暮らし） 施策の柱 安全な暮らしを守る 目標達成の必要性が低い

施策 ③防犯・交通安全対策の充実 小施策 防犯活動 目標達成の必要性が極めて低い

（第１号様式）

第六次甲府市総合計画　令和２年度事務事業評価票（対象：令和元年度） 教-55

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事

業

概

要

事務事業名 学校安全安心推進事業（学校教育課・学事課） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に必
要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　全国的に見ても児童が巻き込まれる事件・事故
などが多発しており、本事業の社会的ニーズは高
いと考える。

3
民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いものの、
市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学事課 作成責任者職氏名 課長　内藤　誠 目標達成の必要性が高い
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